


















第３章 広島の良好な「地域環境の保全」  
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（３）富栄養化の状況（３）富栄養化の状況（３）富栄養化の状況（３）富栄養化の状況 県内の湖沼や海域においては，生活排水等の流入による窒素・りん濃度の上昇（富栄養化）が原因となり，植物プランクトンが繁殖して赤潮や水道水源の利水障害が発生しています。 椋梨ダムでは，過去 10 年来，水の華・アオコが発生しており（平成 25 年度は 56 日確認），特に，平成８年には下流の宮浦・坊土浄水場の濾過障害の遠因と考えられ，平成 12 年には貯水池内のアオコの大量発生による異臭及び景観阻害が生じているため，水質保全対策が必要とされています。《赤潮発生海域概要及び椋梨ダムのアオコ確認日数は，「広島県環境データ集」参照》  図表 3－1－11 赤潮発生状況 年 発生件数 発生継続日数別件数 （広島県） 発生日数 （広島県） 漁業被害を伴った件数 広 島 県 瀬 戸 内 海 ５ 日 以 内 ６ ～ 10 日 11 ～ 30 日 31 日 以 上 発 生 日 数 平 均 日 数 広 島 県 瀬 戸 内 海 H16 5 118 1 2 2 0 54 15 2 13 H17 8 115 0 1 5 2 200 28 0 7 H18 9 94 0 2 4 3 282 41 1 11 H19 3 99 0 1 1 1 143 47 0 9 H20 2 116 0 0 1 1 50 25 0 19 H21 4 104 0 0 0 4 233 58 0 7 H22 4 91 0 0 0 4 169 42 0 9 H23 2 89 0 0 1 1 59 30 1 13 H24 3 116 0 1 0 2 96 32 0 18 H25 6 121 0 0 3 3 195 33 0 10                        資料：水産庁瀬戸内海漁業調整事務所，県水産課 （４）水循環（４）水循環（４）水循環（４）水循環    水は，蒸発・降水・浸透・貯留・流下・海への流入という過程を繰り返す中で浄化されますが，都市への急速な人口・産業の集中と過疎化の進行，産業構造やライフスタイルなどの社会変化を背景として水循環が急激に変化したことにより，河川流量や雨水浸透量の減少，湧水の枯渇，水質汚濁，生態系への影響などの諸問題が生じています。 こうした問題の解決を図るためには，それぞれの地点で環境の質を判断し，汚濁負荷の低減を通じて環境の保全を図る「場の視点」による取組とあわせ，水源となる森林から海に至る河川の流域を一体的な水循環系として捉える「流れの視点」に基づいて，河川流量や地下浸透量の保全等を図る取組が不可欠です。併せて，家庭や工場・事業場における水の合理的・循環的な利用をさらに進めていく必要があります。 
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【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】相談窓口の設置，県民向け及び事業者向けのパンフレットの作成，県ホームページによるアスベスト関連情報の提供。 
 イ 建築物解体等の規制 ［環境保全課］ 「大気汚染防止法」に基づき，建築物及び工作物の解体等の作業現場への立入検査を実施し，作業基準 の遵守を指導するとともに，アスベストの飛散防止を指導します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】建築物及び工作物の解体等の作業現場に立入し，アスベスト飛散状況調査の実施。平成 25 年度立入検査は 56 件（うち測定調査 13 件）。平成 26年度は改正大気汚染防止法を事業者へ周知。                         ウ 環境モニタリングの実施 ［環境保全課］  一般環境や発生源周辺の大気中のアスベスト濃度を測定します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】環境モニタリングを実施。平成 25 年度は，一般環境 12地点において実施。すべて敷地境界基準を下回った。 

 エ 廃棄物処理の規制 ［産業廃棄物対策課］ 「廃棄物処理法」に基づき，処理業者等への立入検査や，廃棄物処理時のアスベスト飛散状況を調査し，アスベスト廃棄物の適正処理を図ります。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】産業廃棄物処理業者等への立入検査やアスベスト飛散状況を調査し，アスベスト廃棄物の適正処理を指導。  オ 石綿健康被害救済基金拠出金 ［環境政策課］ 石綿による健康被害者の迅速かつ安定した救済を図るため，国，事業者，他の都道府県と協調して救済給付に充てるための資金を拠出します。 【平成 25 年度実績・平成 26 年度内容】（独）環境再生保全機構に設置されている「石綿健康被害救済基金」に対し，救済給付の資金を拠出。 
 

２２２２    土壌汚染対策の円滑な推進土壌汚染対策の円滑な推進土壌汚染対策の円滑な推進土壌汚染対策の円滑な推進     
 工場跡地等の土壌汚染については，平成 24 年度の全国の調査事例によると，1,905 件中 906 件で土壌汚染が判明するなど，高い水準で推移しており，県内においても，土壌汚染が判明する事例が発生しています。土壌は，いったん汚染されると，その影響が長期にわたり，地下水への影響も考えられることから，適切な未然防止対策を講じるとともに，必要な調査を実施し，汚染が判明した場合は適切な措置を講じる必要があります。 このような状況に対応するため，平成 21 年４月に「土壌汚染対策法」の一部が改正（平成 22 年４月１日施行）され，土壌汚染の状況把握のための制度の拡充や，規制対象区域の分類等による必要な対策の明確化，汚染土壌の適正処理の確保のための規制の新設などの措置が講じられています。 また，農用地における土壌汚染は，農作物に対しても影響を与えることから，農用地におけるカドミウム，亜鉛，銅などによる土壌汚染が生じないよう，肥料や農薬の適切な使用を指導することが必要です。 

【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】【現状と課題】    
















